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平成１９年度 第３回 資料６ 

 
情報公開･個人情報保護審議会 諮問・報告事項 

 
 

件

名 

「ふれあい入浴」事業の対象拡大のための保健情報システムの目的外利用及び

電算処理システムの変更について 

 
 
内容は別紙のとおり 

 

条例の根拠 

【諮問】 
◇第11条第2項第5号（目的外利用） 

◇第16条第1項本文（電子計算機による個人情報の処理開発、変更） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（担当部課： 健康いきがい             課） 
   担当係 いきがい係  担当者 青木 内線（ ４１７６） 
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事業の概要 

事業名 新宿区ふれあい入浴 

担当課 健康部健康いきがい課 

目 的 
区内の公衆浴場での入浴の機会を提供し、健康増進と世代を超えた交流・ふれあいを図る。

対象者 
住民登録が有る６０歳以上の方・身体障害者手帳又は愛の手帳をお持ちの方・未就学児を扶養

し児童育成手当を受給している方  

事業内容 ふれあい入浴事業は、従前、各部署で各対象者別に実施されていた入浴事業を一

本化し、平成１４年より新宿区ふれあい入浴実施要綱（付属資料１）に基づき、東

京都公衆浴場業生活衛生同業組合新宿支部と契約し、実施している。 

この事業は、上記対象者が、月に４回、無料で新宿区内の公衆浴場（以下「浴場

と」いう。）に入浴できる制度で、利用するには、「ふれあい入浴証」（付属資料２

当該年度内有効、シール方式、以下「入浴証」という。）を交付されていることが

必要である。 

入浴証は、健康いきがい課に保有されている「ふれあい入浴対象者リスト（年度

末に打ち出された全件）」と「新規発行分リスト(月次)」に基づき交付される。 

（１）入浴証の交付方法、 

① 「新宿区ふれあい入浴証引換券」（はがき、以下「引換券」という。付属資

料３)との交換による交付 

新規対象者には、毎月、健康いきがい課から、「新規発行分リスト」に基

づいて引換券が送付される。利用を希望される方は、浴場、特別出張所、健

康いきがい課にこの引換券を持参し、入浴証と交換する。 

② 申請による交付 

対象者であるが、旧入浴証(前年度のもの)をお持ちでない方や引換券のな

い方は、住所、氏名、年齢が確認できる健康保険証等を持参し、健康いきがい

課又は、特別出張所へ申請（付属資料４）する。 

（２）入浴証の更新 
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更新は、新年度になってから浴場、健康いきがい課、特別出張所で、旧

入浴証と新入浴証との交換で行う。旧入浴証のない方は、②の申請により

更新する。 

（３）入浴証の利用方法 

利用者は、浴場の受付に入浴証を提示する。浴場は、入浴証の内側にあ

るシールの該当月の４枚のうち１枚（１回）を剥がして受領し、入浴証を

利用者に返す。これで入浴が可能となる。 

 

以上が「ふれあい入浴」事業の概略であるが、この事業の対象者に、精神手帳を

持っている方を加え、事業の拡充を図ることとしたため、諮問する。 
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別紙（目的外利用関係） 

◇１．目的外利用（第11条第2項第5号関係）・・・諮問事項 

 

 

件名 「ふれあい入浴」事業における精神障害者への対象拡大のための保健情報システムの目的外利用について 

 
保有元及び保有情報 利用先及び利用情報 

保有課 
各保健センター（４所） 

 
利用課 健康部健康いきがい課 

登録された 

個人情報業務の名称 

精神障害者の医療助成等 

 

登録された 

（登録する予定の） 

個人情報業務の名称

ふれあい入浴 

情報はどのような媒体

に記録されているか 

保健情報システムサーバー内

の磁気ディスク 情報はどのような媒体

で提供を受けるのか 

磁気 

登録業務で保有してい

る情報項目は何か 

氏名、住所、生年月日、年

齢、性別、住民番号、管轄

保健センター、世帯番号、

保健世帯番号、処理種別、

申請情報（受付番号、受理

年月日、受付場所、取得事

由、変更事由、喪失年月

日、喪失事由、電話番号、

非課税区分、申請種別、都

助成区分、手帳申請、健康

保健種別、国保申請、申請

年月日、老人医療種別、疾

病名１、疾病名２、疾病名

３、医療機関、医療機関、医

療機関、経由未定フラグ、

経由年月日、負担者番号）、

認否情報（交付年月日、結

果入力フラグ）、３２条結果

入力（結果入力有無、認否

区分、受給者番号、有効期

間開始日、終了日、交付年

月日、結果入力フラグ）、 

●精神手帳情報（受理年月

日、経由未定フラグ、経由

年月日、証明区分、認否区

分、等級、有効期間開始

日、終了日、交付年月日）、

都助成区分情報（有効期間

開始日、終了日、交付年月

日） 

 

左欄のうち 

利用する情報項目 

精神手帳情報のうち、認否区分、有効

期間開始日及び終了日、住民番号。 
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何のために保有してい

るのか 

精神障害者の適正な医療の

普及と、精神手帳の交付により

社会参加を促進し自立を図る

ため。 

何のために目的外利

用するのか 

ふれあい入浴事業対象者リストに、精神

障害者保健福祉手帳の所持者を新に加

え、事業を拡充するため。 

緊急時の利用の場合に

おける本人通知の状況 
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

目的外利用の時期・期

間 

本審議会決定後速やかに 

 以降継続 
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別紙〔個人情報処理システム開発・変更関係〕 

 

◇１．電算開発等（第16条第1項本文関係）・・・諮問事項 

 

件名 「ふれあい入浴」事業の精神障害者への対象者拡大のための電算処理システムの変更について 

 

保有課 

（担当課） 
 健康いきがい課 

登録業務の名称 
ふれあい入浴 

記録される情報項目 

（だれの、どのような

項目が、どこのコンピ

ュータに記録される

のか） 

１ 個人の範囲 

 ６０歳以上の方 

    身体障害者手帳所持者又は愛の手帳所持者 

    未就学児を扶養する児童育成手当受給者  

精神手帳所持者 

    

２ 記録項目 

  住民番号、氏名、フリガナ、性別、生年月日、住所、対象の種類 （高齢、障害、障害２、児童） 

  児童手当番号 

３ 記録するコンピュータ 

   ホストコンピュター  

 

新規開発・追加・変更

の理由 

ふれあい入浴事業対象者リストに精神手帳所持者を加え、ふれあい入浴事業を拡充するため  

新規開発・追加・ 

変更の内容 

保健情報システムより抽出した精神手帳所持者を、ホストコンピューターに取り込み、従来のふ

れあい入浴対象者リストに精神手帳所持者を追加する。｛新規発行分(月次）及び年度末全件｝  

開発等を委託する場

合における個人情報

保護対策 

 

新規開発・追加・ 

変更の時期 

 本審議会決定後、速やかに行う。（平成１９年１０月下旬ふれあい入浴対象者リスト（新規発行分）

を出力する） 

 

 

 

 

 



 7

                         付属資料１ 

 

新宿区ふれあい入浴実施要綱(改正案) 
（目的） 
第 1 条 この要綱は、公衆浴場での入浴機会を提供すること（以下「ふれあい入浴事業」という。）により、健
康増進と世代を超えた交流・ふれあいを図るとともに、区内公衆浴場の振興に寄与することを目的とする。 

 
（対象者） 
第 2 条 ふれあい入浴事業の対象者は、区内に住所を有し、次の各号のいずれかに該当する者とする。ただし、
寝たきりの方等は除く。 
（１）入浴証を使用する月の末日において６０歳以上である者。（当該末日の翌日に生まれた者を含む。） 
（２）身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定により身体障害者手帳の交付を

受けている者 
（３）愛の手帳交付要綱（昭和４２年民児精発第５８号）に基づく愛の手帳の交付を受けている者 
（４）未就学児を扶養し、新宿区児童育成手当条例（昭和４６年新宿区条例第２４号）に基づく児童育成手当

を受給している者 
（５）精神保健及び精神障害者の福祉に関する法律(昭和２５年法律第１２３号)第４５条 
  第１項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者 
 
（実施日） 
第3条 ふれあい入浴事業の実施日及び実施時間は、別表１に掲げる東京都公衆浴場業生活衛生同業組合新宿支
部（以下「公衆浴場組合新宿支部」という。）に属する浴場の営業日及び営業時間とする。 

 
（実施場所） 
第4条 ふれあい入浴事業の実施場所は、別表１に掲げる公衆浴場組合新宿支部に属する浴場とする。 
 
（実施回数） 
第5条 ふれあい入浴事業の実施回数は、１人につき年間４８回（1カ月４回まで）とする。 
 
（入浴料金） 
第6条 ふれあい入浴事業による入浴料金は、無料とする。 
（入浴証の交付） 
第7条 第2条に定める対象者に「新宿区ふれあい入浴証」（以下「入浴証」という。）を交付する。 
 
（入浴証の利用） 
第8条 入浴証による利用を希望する者は、第3条に定める実施日及び実施時間内に入浴証を浴場に提出し、入
浴証添付のシール1枚につき１回利用することができる。 
２ 入浴証の利用は、交付を受けた本人に限る。 
３ 入浴証の有効期限は、毎年４月１日（４月１日より後に交付されたものは当該交付日）から翌年３月３１日

までとする。 
 
（入浴証の再交付） 
第9条 入浴証の交付を受けた者から、汚損、破損又は紛失により再交付の申し出があったときは、第7条によ
る交付と同一年度内に１回限り再交付ができることとする。 

 
（事業の委託） 
第10条 ふれあい入浴事業の実施は、適切な事業者に委託して行う。 
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（補則） 
第 11 条 この要綱に定めるもののほか、ふれあい入浴事業の実施について必要な事項は、健康部長が別に定め
る。 

 
 
附 則 
 この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 
 附 則 
 この要綱は、平成１５年４月1日から施行する。 
 附 則 
 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 
附 則 
 この要綱は、平成１９年１１月１日から施行する。 
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